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Women's  Archives  Center
写真 ： 手をつないでいるように見える男女共同参画の木 国立女性教育会館にある
男女雇用機会均等法は、昭和61（1986）年の施行後、平成11（1999）年＊と平成19
（2007）年、 社会の変化に応じて二度の改正・施行を行い、 差別の禁止強化・範囲拡大、
ポジティブ・アクションや男女への保護権利拡大などを進めました。
平成27（2015）年には、女性活躍推進法＊＊が、時限法（10年）として施行されました。 この
法律は事業主による自社の女性活躍の状況と課題の確認、行動計画策定、情報公開を
義務づけています（労働者300人以下の事業主は努力義務）。
基本方針の中では、長時間労働や固定的な性別役割分担意識の改革など、男女ともに
働きやすい職場を目指すことが示されています。
＊正式名称 ： 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
＊＊正式名称 ： 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
平成11(1999)年～
男女雇用機会均等法改正とその後
